
葛飾区地域活動団体デジタル活用事業助成金のご案内 

 

 葛飾区では令和４年度から地域活動のデジタル化を支援するため、デジタル技

術を活用した新たな事業を行う地域活動団体に対して、サービスや機器の導入

経費の一部を助成しております。 

 こうしたデジタル化に関するサービスや機器については、導入後の運用維持

経費が必要となる場合も多く、助成に関するご要望も多くいただいているため、

令和７年度から、導入経費と同様に運用維持経費も助成対象とすることといた

しました。 

以下のとおりご案内いたしますので、内容をご確認の上、ご申請くださいます

ようよろしくお願いいたします。ご不明な点がありましたら担当までご連絡く

ださい。 

 

１ 事業費助成の目的 

社会全体のデジタル化が進む中、地域の様々な活動においてもオンラインの

活用などデジタル化の取組が広がっています。しかしながら、デジタル化の取

組にあたっては、利用方法や環境整備の手法が分からない、環境を整備・維持

するための費用が必要となるといった課題があります。 

このため、地域の様々な活動においてデジタル技術を活用した取組が一層進

むよう、地域活動のデジタル化を支援する取組を実施します。 

 

２ 申請できる団体の要件 

公益の増進に寄与する団体で、次の項目のいずれにも該当する団体が対象と

なります。 

（１）営利を目的とせず、地域や社会に広く貢献する活動を行うもの 

（２）事業の活動が主に葛飾区内であるもの 

（３）５人以上の構成員を有し、その過半数が区内在住又は在勤若しくは在学し

ているもの 

（４）団体の運営に関する明文化された規約又はそれに準ずるもの及び構成員

名簿を備えているもの 

（５）政治活動又は宗教活動を目的とせず、公序良俗に反するおそれのないもの 

（６）特定の公職者（候補者も含む）又は政党を推薦、支持、若しくは反対する

ことを目的としていないもの 

（７）暴力団でないこと、又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にないもの 

 



３ 助成の対象となる事業 

「２ 申請できる団体の要件」を満たした団体が、団体の活動目的のために

新たに行うデジタル技術を活用した事業（新規事業）を実施する場合、並びに

自らの活動目的のために既に行っているデジタル技術を活用した事業（既存事

業）を行う場合に助成金の申請ができます。 

（１）事業の例 

＜新規事業＞ 

オンライン会議の導入、ホームページの開設、ＳＮＳアプリの活用 

＜既存事業＞ 

 以前から使っている会議ツールの使用料、モバイルルーターの使用料 

 

（２）対象となる経費 

ア 事業を実施するための物品（タブレット端末、パソコン、モバイルル

ーター等）の購入等に要する費用 

イ 事業を実施するために使用するシステムの調達や Web サービスの利

用、アプリケーション等のライセンス調達に要する経費 

ウ 事業に関する講師等への謝礼に要する経費 

エ 事業の実施に要する会場使用料 

オ その他区長が必要と認める経費 

 

４ 助成金の額 

助成金の額はそれぞれ以下のとおりです。なお、助成申請額のうち千円未満の

端数は切り捨てとなります。 

（１）新たに行うデジタル技術を活用した事業の場合 

助成金７万５千円を限度とし、助成対象経費の２分の１です。 

（２）自らの活動目的のために既に行っているデジタル技術を活用した事業の

場合 

   助成金１万５千円を限度とし、助成対象経費の２分の１です。 

 

５ 提出書類 

（１）申請書類チェックリスト 

（２）地域活動団体デジタル活用事業助成金交付申請書 

（３）申請団体の規約又はそれに準ずるもの 

（４）申請団体の構成員名簿（住所、氏名、団体の役職があるものはその役職を

記載のもの） 

※その他、事業内容の確認のための書類について提出をお願いする場合があ



ります。 

 

申請書様式データダウンロード 

葛飾区ホームページ→区政情報→計画・報告→デジタル推進→ 

令和７年度葛飾区地域活動団体デジタル活用事業助成金について 

 
６ 申請書の提出について 

申請前に事前確認が必要です。また、事業内容の確認に時間を要する場合

がありますので、助成金の活用を検討される際はお早めにご相談ください。 

事前確認後、提出書類一式を持参または郵送（提出期間内必着）でご提出

ください。事前確認と異なる内容での申請書は受付できません。 

 

７ 事業助成金申請時の注意点 

（１）同一年度内に助成金の申請ができるのは１度だけです。 

同一年度内に複数の事業で助成金を申請することはできません。同一

年度内に助成金の申請ができるのは、１団体につき１事業のみです。 

なお、新たに行うデジタル技術を活用した事業の場合、並びに自らの活

動目的のために既に行っているデジタル技術を活用した事業の場合につ

いて、同時申請することは可能です。 

（２）他の制度による助成金（物品支給による助成も含みます。）を受ける事

業は、助成対象とはなりません。 

 

８ 申請のスケジュールについて 

（１）申請受付 

 見積書を添付した申請書を提出してください。 

 

（２）助成金交付決定 

申請書の内容を区が審査し、問題がない場合は助成金の交付を決定のう

え通知します。 

 

（３）請求書の提出 

交付決定に基づく請求書を提出してください。 

 

（４）助成金の交付 

請求に基づき、区が助成金を交付します。 

 



 

（５）事業の実施 

申請に基づいた内容で団体が事業を実施します。 

 

（６）実績完了報告 

事業完了後、申請内容と同じ費用が発生したことが分かる契約書や領収

書などを添付した実績報告書を提出してください。 

提出期限は、事業完了後の 1 か月後、又は令和８年４月 15 日のいずれ

か早い方までとなります。 

 

（７）助成金交付額の確定・精算 

提出された実績報告書を確認し、区が助成金の交付額を確定のうえ通知

します。確定額が既定交付額を下回る場合は差額を返金していただきます。 

 

９ 申請書提出先・問い合わせ先 

葛飾区 政策経営部 ＤＸ戦略課 ＤＸ推進係 

葛飾区役所 新館 ６階 603 番窓口 

〒124-8555 

葛飾区立石５－１３－１ 

電話 03-5654-8610（直通） 

月曜日から金曜日 午前８時３０分から午後５時まで（祝日を除く） 


